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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

（当期の経営成績）

当期中のわが国経済は、政府・日銀の経済・金融政策を背景に、製造業を中心として企業収益や雇用情勢の改善

がみられました。一方で消費税引き上げや円安進行に伴う一部の物価上昇等により、国内消費は依然として不透明

な状況が続きました。

株式市況についてみますと、14,791円で始まった日経平均株価は、ウクライナ情勢等地政学的リスクに加え、４

月に施行となった消費税増税による消費の落ち込みを嫌気し軟調な展開となりました。その後10月末に発表された

日銀の追加緩和の決定を機に相場は持ち直し、円安進行や原油価格の下落も相まって企業業績の拡大期待から上昇

相場が続き、最終的には19,206円で取引を終了しました。この間、当事業年度末の２市場信用取引買残高は、３兆

380億円と、前事業年度末(３兆1,277億円)に比べ2.9%の減少となりました。

こうした環境の下、当社の貸付金平均残高は53億円と、一般貸付金の貸出残高の増加を主な要因として、前期比

６億円、14.5％の増加となりました。

この間、貸付金以外の運用面をみますと、有価証券投資の期中運用平均残高は409億円と、前期比７億円、1.9％

の増加となりました。

　こうした運用状況の下、当期の営業収益は８億60百万円と有価証券利息配当金の減収を中心として前期(８億87百

万円)比26百万円の減収となりました。

次に営業費用は、支払手数料及び有価証券借入料が増加し、２億57百万円と、前期(２億55百万円)比２百万円の

増加となりました。また、一般管理費は４億28百万円と、減価償却費等の減少により、前期(４億91百万円)比62百

万円の減少となりました。

　この結果、営業利益は１億73百万円と、前期(１億40百万円)比33百万円の増益となりました。また、これに営業

外損益を加減算した経常利益は２億66百万円と、前期(２億７百万円)比59百万円の増益となりました。最終的に税

金費用を減算した当期純利益は１億82百万円と、前期(１億43百万円)比39百万円の増益となっております。

　

部門別営業の状況は以下のとおりです。

① 貸借取引貸付部門

貸借取引部門においては、昨年８月、貸付金利を0.13％引き下げましたが、貸借取引貸付金の期中平均残高が11

億43百万円と、前期比１億44百万円増加したことから、貸付金利息は前期並となりました。また、貸借取引貸付有

価証券の期中平均残高が前期比７百万円増加の21百万円となったこと等から、有価証券貸付料は増収となりました。

この結果、当部門の収益は13百万円と前期比３百万円、29.2％の増収となりました。

② 公社債貸付部門

個人向け公社債貸付金の需要はなく、期中を通して取引はありませんでした。

③ 一般貸付部門

金融商品取引業者向け一般貸付金の期中平均残高は17億５百万円と、前期比５億11百万円、42.9％の増加となり

ました。一方、顧客向け一般貸付金の期中平均残高は25億19百万円と、前期比24百万円、1.0％の増加となりまし

た。この結果、一般貸付金全体の期中平均残高は42億24百万円と、前期比５億36百万円、14.5％の増加となり、当

部門の営業収益は１億13百万円、前期比3百万円、3.4％の増収となりました。

④ その他の部門

その他の部門は、７億33百万円と、前期比33百万円、4.3％の減収となりました。有価証券運用収入が前期比32百

万円減少したことが主因です。
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（次期の見通し）

次期の見通しにつきましては、政府・日銀の経済・金融政策の下支えを背景に企業の業績回復、更には所得増加

による消費の回復が進み、景気は緩やかな回復基調をたどることが期待されます。

　当社としましては、引き続き営業力を高める施策を推し進め、貸付金の確保を図ってまいります。また、経営の

安定性を確保し、社会的信頼の確保に努める所存です。

次期の業績につきましては当期並みの業績を予想しております。営業収益８億60百万円（平成27年３月期 ８億

60百万円）、営業利益１億80百万円（平成27年３月期 １億73百万円）、経常利益２億70百万円（平成27年３月期

２億66百万円）、当期純利益１億80百万円（平成27年３月期 １億82百万円）を見込んでおります。

（２）財政状態に関する分析

　

　（資産、負債及び純資産の状況）

当事業年度末の総資産残高は542億68百万円と、前事業年度末（以下「前期末」）から41億13百万円増加しまし

た。流動資産は、198億57百万円と、前期末から78億25百万円増加しました。借入有価証券代り金が22億66百万

円、および未収入金が36億19百万円増加したことが主因です。一方、固定資産は、344億11百万円と、前期末から

37億11百万円減少しました。これは、投資有価証券が36億98百万円減少したことによります。

　負債残高は、500億９百万円と、前期末から33億16百万円増加しました。未払金が57億58百万円増加したことが

主因です。

　純資産は42億59百万円と前期末から７億97百万円増加しました。これは、その他有価証券評価差額金が６億50

百万円増加したことによります。自己資本比率は7.9％と、自己資本の増加により前期末から1.0％増加しました。

　

　（キャッシュ・フローの状況）

当事業年度末の現金及び現金同等物は、前期末比２億42百万円増加し、８億63百万円となりました。

　当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

　「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、64億66百万円の支出超過(前事業年度は22百万円の支出超過)とな

りました。営業貸付金及び借入有価証券代り金の増加による支出が38億73百万円、短期借入金等の有利子負債残

高の減少による支出が29億円あったこと等によります。

　「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、67億44百万円の収入超過(前事業年度は41百万円の支出超過)とな

りました。有価証券の売買に伴う決済はネットで87億79百万円の収入超過となりました。一方、先物等の証拠金

勘定への入出金がネットで20億円の支出超過となりました。

　「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、35百万円の支出超過(前事業年度は36百万円の支出超過)となりま

した。これは主に、配当金の支払による支出が35百万円あったことによります。

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、株主の皆様への利益還元を重要な経営課題と認識しております。

当社は、公共的使命を持つ金融機関として経営の健全性を確保するために必要な内部留保の充実を図りつつ、安

定的な配当の継続を基本とし、業績等に応じて利益還元を行う方針としており、当期の配当は年間12円とするほ

か、次期の配当につきましても、現在のところ当期と同じ年間12円を見込んでおります。

（４）事業等のリスク

最近の有価証券報告書(平成26年6月27日提出)における「事業等のリスク」から重要な変更がないため開示を省

略しております。
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２．企業集団の状況

　該当事項はありません。

決算短信 （宝印刷）  2015年04月27日 10時30分 4ページ （Tess 1.40(64) 20150116_01）



中部証券金融株式会社(8513) 平成27年３月期 決算短信

5

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

当社は、公共的役割を担う証券金融の専門機関として、中部地区を中心に、証券・金融の多様なニーズに適切に

応えることなどにより、証券市場の基盤を支え、以って社会の発展に貢献することを使命としております。

（２）経営目標

収益基盤の強化

営業活動の拡充・強化と新商品の開発等を通して営業力を高めるとともに、有価証券運用のパフォーマンス向

上などに努めることにより、収益基盤を強化してまいります。

　

経営の効率性・安定性の確保

業務内容の見直しや人員の適正配置等を通じて効率経営を推進するとともに、リスク管理の徹底や自己資本の

充実などにより経営の安定性を高めてまいります。

　

信頼の向上

内部統制の徹底、コンプライアンスの遵守、ガバナンスの確立、公共的な使命を自覚した役職員の行動等を通

じて、社会からの信認を高めてまいります。

（３）会社の対処すべき課題

当社は、平成26年度を初年度とする期間３年の中期経営方針を策定しております。「証券金融の専門機関として、

証券市場の基盤を支え、以って社会の発展に貢献する」という基本方針のもと、これまでの取組結果を踏まえ、営

業力を高める施策の実施や、自己資本の充実に向けた取り組みを進め、収益基盤の強化、経営の安定性確保に努め

てまいります。また、リスク管理の徹底、内部統制システムの整備、システムの効率性・利便性の向上に注力し、

企業価値の向上を図ってまいります。

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

　当社は、国際的な事業展開や資金調達を行っておりませんので、日本基準に基づき財務諸表を作成しております。
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５．財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(平成26年３月31日)

当事業年度
(平成27年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※1 621,013 ※1 961,686

短期貸付金 4,572,716 6,179,826

貸借取引貸付金 934,586 1,592,229

一般貸付金 ※2 3,638,129 ※2 4,587,596

貸借取引貸付有価証券 6,641 17,273

借入有価証券代り金 5,044,154 7,310,963

前払費用 19,227 17,699

繰延税金資産 9,473 11,487

未収入金 ※1 1,652,325 ※1 5,271,347

その他 105,971 86,765

流動資産合計 12,031,523 19,857,048

固定資産

有形固定資産

建物 34,989 34,989

減価償却累計額 △11,357 △12,331

建物（純額） 23,631 22,657

器具備品 44,984 47,874

減価償却累計額 △37,080 △37,524

器具備品（純額） 7,903 10,349

土地 17,800 17,800

有形固定資産合計 49,334 50,807

無形固定資産

ソフトウエア 27,684 16,372

施設利用権 746 746

無形固定資産合計 28,430 17,119

投資その他の資産

投資有価証券 ※1 37,486,170 ※1 33,787,687

差入保証金 469,666 466,378

その他 90,133 89,783

投資その他の資産合計 38,045,969 34,343,849

固定資産合計 38,123,734 34,411,776

資産合計 50,155,257 54,268,825
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(単位：千円)

前事業年度
(平成26年３月31日)

当事業年度
(平成27年３月31日)

負債の部

流動負債

コールマネー ※1 8,500,000 ※1 5,000,000

短期借入金 ※1,※3 35,700,000 ※1,※3 35,300,000

1年内返済予定の長期借入金 - 2,000,000

未払金 24,063 5,782,818

未払費用 7,946 10,316

未払法人税等 21,494 52,985

貸付有価証券代り金 6,641 17,273

担保金 150,000 270,000

預り金 7,816 5,048

預り有価証券 6,532 15,525

前受収益 5,286 11,204

賞与引当金 18,959 17,405

役員賞与引当金 7,200 7,900

その他 49,513 23,974

流動負債合計 44,505,453 48,514,453

固定負債

長期借入金 2,000,000 1,000,000

繰延税金負債 25,193 322,102

退職給付引当金 120,487 131,028

役員退職慰労引当金 41,944 41,944

固定負債合計 2,187,624 1,495,074

負債合計 46,693,078 50,009,527

純資産の部

株主資本

資本金 200,000 200,000

利益剰余金

利益準備金 50,000 50,000

その他利益剰余金

配当準備積立金 191,000 191,000

圧縮記帳積立金 18,327 18,968

別途積立金 1,530,000 1,530,000

繰越利益剰余金 1,333,704 1,480,267

利益剰余金合計 3,123,032 3,270,235

自己株式 △6,924 △7,259

株主資本合計 3,316,107 3,462,975

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 146,071 796,321

評価・換算差額等合計 146,071 796,321

純資産合計 3,462,179 4,259,297

負債純資産合計 50,155,257 54,268,825
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（２）損益計算書

(単位：千円)
前事業年度

(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

営業収益

貸付金利息 117,512 121,297

貸借取引貸付金利息 7,818 7,821

一般貸付金利息 109,694 113,475

借入有価証券代り金利息 2,980 2,163

受取手数料 9,306 9,752

有価証券貸付料 1,321 3,958

有価証券利息配当金 756,047 723,564

有価証券利息 633,157 526,402

受取配当金 122,890 197,161

営業収益合計 887,169 860,735

営業費用

支払利息 170,375 166,456

コールマネー利息 37,585 42,577

借入金利息 132,789 123,878

支払手数料 82,996 86,756

計算事務委託手数料 65,524 68,238

その他 17,471 18,517

有価証券借入料 1,697 4,763

営業費用合計 255,068 257,976

営業総利益 632,100 602,759

一般管理費

報酬及び給料手当 247,202 233,116

退職給付費用 13,411 11,589

賞与引当金繰入額 18,959 17,405

役員賞与引当金繰入額 7,200 7,900

福利厚生費 32,796 30,498

旅費交通費及び通信費 5,069 5,522

賃借料及び管理費 34,995 35,967

減価償却費 62,460 15,865

その他 69,346 70,918

一般管理費合計 491,441 428,783

営業利益 140,658 173,976
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(単位：千円)
前事業年度

(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

営業外収益

投資有価証券売却益 2,705,045 2,740,898

その他 2,657 2,360

営業外収益合計 2,707,703 2,743,258

営業外費用

投資有価証券売却損 1,801,799 821,773

デリバティブ取引運用損 828,417 1,793,136

その他 10,969 35,463

営業外費用合計 2,641,187 2,650,373

経常利益 207,174 266,860

特別損失

固定資産除却損 ※1 6 ※1 5

特別損失合計 6 5

税引前当期純利益 207,168 266,855

法人税、住民税及び事業税 59,477 86,616

法人税等調整額 4,118 △2,694

法人税等合計 63,596 83,922

当期純利益 143,571 182,933
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

利益剰余金

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計配当準備

積立金

圧縮記帳

積立金
別途積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 200,000 50,000 191,000 18,587 1,530,000 1,225,614 3,015,201

当期変動額

剰余金の配当 △35,741 △35,741

当期純利益 143,571 143,571

実効税率変更に伴う

圧縮記帳積立金の増

加

10 △10 ―

圧縮記帳積立金の取

崩
△270 270 ―

自己株式の取得

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― ― △259 ― 108,090 107,830

当期末残高 200,000 50,000 191,000 18,327 1,530,000 1,333,704 3,123,032

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △6,558 3,208,643 968,882 968,882 4,177,526

当期変動額

剰余金の配当 △35,741 △35,741

当期純利益 143,571 143,571

実効税率変更に伴う

圧縮記帳積立金の増

加

― ―

圧縮記帳積立金の取

崩
― ―

自己株式の取得 △366 △366 △366

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
△822,810 △822,810 △822,810

当期変動額合計 △366 107,463 △822,810 △822,810 △715,347

当期末残高 △6,924 3,316,107 146,071 146,071 3,462,179
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当事業年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

利益剰余金

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計配当準備

積立金

圧縮記帳

積立金
別途積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 200,000 50,000 191,000 18,327 1,530,000 1,333,704 3,123,032

当期変動額

剰余金の配当 △35,729 △35,729

当期純利益 182,933 182,933

実効税率変更に伴う

圧縮記帳積立金の増

加

921 △921 ―

圧縮記帳積立金の取

崩
△280 280 ―

自己株式の取得

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― ― 640 ― 146,562 147,203

当期末残高 200,000 50,000 191,000 18,968 1,530,000 1,480,267 3,270,235

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △6,924 3,316,107 146,071 146,071 3,462,179

当期変動額

剰余金の配当 △35,729 △35,729

当期純利益 182,933 182,933

実効税率変更に伴う

圧縮記帳積立金の増

加

― ―

圧縮記帳積立金の取

崩
― ―

自己株式の取得 △334 △334 △334

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
650,249 650,249 650,249

当期変動額合計 △334 146,868 650,249 650,249 797,118

当期末残高 △7,259 3,462,975 796,321 796,321 4,259,297
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（４）キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前事業年度

(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 207,168 266,855

減価償却費 62,460 15,865

賞与引当金の増減額（△は減少） △634 △1,554

役員賞与引当金の増減額（△は減少） - 700

貸倒引当金の増減額（△は減少） △19,610 -

退職給付引当金の増減額（△は減少） 841 10,541

投資有価証券売却損益（△は益） △903,245 △1,919,124

固定資産除却損 6 5

デリバティブ取引運用損益（△は益） 828,417 1,793,136

受取利息及び受取配当金 △876,843 △847,316

支払利息 170,375 166,456

その他の損益（△は益） △429 △206

営業貸付金の増減額（△は増加） 101,387 △1,607,110

借入有価証券代り金の増減額（△は増加） 98,431 △2,266,809

コールマネーの増減額（△は減少） 1,000,000 △3,500,000

借入金の増減額（△は減少） △1,400,000 600,000

担保金の増減額（△は減少） 20,000 120,000

貸付有価証券代り金の増減額（△は減少） △3,711 10,632

その他の資産の増減額（△は増加） 19,465 14,090

その他の負債の増減額（△は減少） △1,332 △2,937

小計 △697,253 △7,146,775

利息及び配当金の受取額 907,486 900,525

利息の支払額 △172,759 △164,344

法人税等の支払額 △59,740 △55,649

営業活動によるキャッシュ・フロー △22,267 △6,466,244

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 - △196,000

定期預金の払戻による収入 - 98,000

有形固定資産の取得による支出 △3,638 △8,935

無形固定資産の取得による支出 △18,799 -

投資有価証券の取得による支出 △244,252,331 △227,169,620

投資有価証券の償還による収入 - 100,000

投資有価証券の売却による収入 245,205,870 235,949,127

デリバティブ決済による支出 △43,754 △36,527

デリバティブ決済による収入 11,512 8,768

差入保証金の差入による支出 △3,890,000 △4,100,000

差入保証金の回収による収入 2,950,000 2,100,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △41,140 6,744,812

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △366 △334

配当金の支払額 △35,767 △35,560

財務活動によるキャッシュ・フロー △36,134 △35,895

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △99,542 242,672

現金及び現金同等物の期首残高 720,556 621,013

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 621,013 ※1 863,686
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（５）財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(重要な会計方針)

　

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

　その他有価証券

　 ① 時価のあるもの

決算末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均

法により算定)

　
　 ② 時価のないもの

移動平均法による原価法

　
２ デリバティブ取引により生じる正味の債権(及び債務)の評価基準及び評価方法

時価法

　

３ 固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 10～50年

器具備品 4～15年

　(2) 無形固定資産

自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用しております。

４ 引当金の計上基準

　

　(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支払に充てるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上しております。

　
　(3) 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当事業年度における支給見込額に基づき、当事業年度に負担

すべき額を計上しております。

　
　(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務（簡便法による期末自己都合要支給額）

に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

　
　(5) 役員退職慰労引当金

平成22年６月28日開催の定時株主総会において、役員退職慰労金制度を廃止し、廃止時までの在任期間に相当

する退職慰労金を退任時に支給する旨決議いたしました。なお、当該支給予定額を役員退職慰労引当金に計上し

ております。
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５ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなります。

　

６ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

　 消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。
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(貸借対照表関係)

　

※１ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産及び担保付債務は以下のとおりであります。

　

担保に供している資産

前事業年度
(平成26年３月31日)

当事業年度
(平成27年３月31日)

未収入金

寄託有価証券(注1,2,5)

投資有価証券(注1,3,4)

　303,340

15,974,789

29,138,118

千円

〃

〃

未収入金

寄託有価証券(注1,2,3,5)

投資有価証券(注4)

5,066,400

21,772,837

22,283,598

千円

〃

〃

計 45,416,248千円 計 49,122,836千円

当該担保が付されている債務

前事業年度
(平成26年３月31日)

当事業年度
(平成27年３月31日)

コールマネー

短期借入金

2,500,000

25,800,000

千円

〃

コールマネー

短期借入金

－

25,800,000千円

計 28,300,000千円 計 25,800,000千円

(注1）寄託有価証券のうち、109,965千円及び投資有価

証券のうち、500,150千円は日中流動性の担保と

して差入れております。

(注2) 寄託有価証券のうち、899,820千円をコールマネ

ーの担保として差入れておりますが、当事業年度

末現在、当該担保に係るコールマネーの残高はあ

りません。

(注3) 投資有価証券のうち、99,620千円は現物取引清算

基金として差入れております。

(注4) 投資有価証券のうち、8,388,180千円をコールマ

ネーの担保として差入れておりますが、そのうち

3,500,800千円については、当事業年度末現在、

当該担保に係るコールマネーの残高はありませ

ん。

(注5) 寄託有価証券は貸借対照表に計上しておりませ

ん。

上記のほか、金利スワップ取引の担保として定期預金

98,000千円を差入れております。

(注1）寄託有価証券のうち、9,999千円は日中流動性

の担保として差入れております。

(注2) 寄託有価証券のうち、4,939,200千円をコール

マネーの担保として差入れておりますが、当事

業年度末現在、当該担保に係るコールマネーの

残高はありません。

(注3) 寄託有価証券のうち、104,110千円は現物取引

清算基金として差入れております。

(注4) 投資有価証券のうち、2,399,160千円をコール

マネーの担保として差入れておりますが、当事

業年度末現在、当該担保に係るコールマネーの

残高はありません。

(注5) 寄託有価証券は貸借対照表に計上しておりませ

ん。

上記のほか、金利スワップ取引の担保として定期預

金98,000千円を差入れております。
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※２ 一般貸付金のうち、予め契約した極度額の範囲内で貸出する業務を行っておりますが、当該極度額及び

貸出未実行残高は次のとおりです。

前事業年度
(平成26年３月31日)

当事業年度
(平成27年３月31日)

極度額

貸出実行残高

3,290,120

923,709

千円

〃

3,180,160

1,011,136

千円

〃

差引 2,366,410千円 2,169,023千円

※３ 短期借入金のうち、極度額の範囲内で借入できる契約を締結しておりますが、当該極度額及び借入未実

行残高は次のとおりです。

前事業年度
(平成26年３月31日)

当事業年度
(平成27年３月31日)

極度額

借入実行残高

3,000,000

2,000,000

千円

〃

3,000,000

2,500,000

千円

〃

差引 1,000,000千円 500,000千円

　４ 自由処分権を有する担保受入金融資産の期末時価は次のとおりです。

前事業年度
(平成26年３月31日)

当事業年度
(平成27年３月31日)

再担保差入分

自己保有分

10,948,989

2,503,824

千円

〃

14,518,737

3,548,907

千円

〃

計 13,452,814千円 18,067,644千円

　５ 消費貸借契約に基づく借入有価証券の期末時価は次のとおりです。

前事業年度
(平成26年３月31日)

当事業年度
(平成27年３月31日)

担保差入分 5,025,800千円 7,254,100千円

計 5,025,800千円 7,254,100千円

(損益計算書関係)

※１ 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

前事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

当事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

器具備品除却損 ６千円 ５千円
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(株主資本等変動計算書関係)

　 前事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

　 １ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式 4,000,000株 ― ― 4,000,000株

　 ２ 自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式 28,761株 1,244株 ― 30,005株

　 (変動事由の概要)

　 増加数の内訳は、次のとおりであります。

　 単元未満株式の買取による増加 1,244株

　 ３ 新株予約権等に関する事項

　 該当事項はありません。

　 ４ 配当に関する事項

(1)配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成25年６月26日
定時株主総会

普通株式 35,741千円 ９円 平成25年３月31日 平成25年６月27日

(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成26年６月26日
定時株主総会

普通株式
その他利益
剰余金

35,729千円 ９円 平成26年３月31日 平成26年６月27日

　 当事業年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

　 １ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式 4,000,000株 ― ― 4,000,000株

　 ２ 自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式 30,005株 1,001株 ― 31,006株

　 (変動事由の概要)

　 増加数の内訳は、次のとおりであります。

　 単元未満株式の買取による増加 1,001株

　 ３ 新株予約権等に関する事項

　 該当事項はありません。
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　 ４ 配当に関する事項

(1)配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成26年６月26日
定時株主総会

普通株式 35,729千円 ９円 平成26年３月31日 平成26年６月27日

(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成27年６月23日
定時株主総会

普通株式
その他利益
剰余金

47,627千円 12円 平成27年３月31日 平成27年６月24日

(キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

現金及び預金 621,013千円 961,686千円

預金期間が３か月を超える定期預金 ― 98,000千円

現金及び現金同等物 621,013千円 863,686千円

(セグメント情報等)

(セグメント情報)

当社の事業は、有価証券を担保とした貸付業務及び有価証券運用業務並びにこれらの付随業務の単一セグメン

トであるため、記載を省略しております。

(持分法損益等)

　関連会社を有していないため、記載しておりません。

(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

１株当たり純資産額 872.09円 1,073.14円

１株当たり当期純利益金額 36.16円 46.08円

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

　 当期純利益(千円) 143,571 182,933

　 普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

　 普通株式に係る当期純利益(千円) 143,571 182,933

　 普通株式の期中平均株式数(千株) 3,970 3,969
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３ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前事業年度
(平成26年３月31日)

当事業年度
(平成27年３月31日)

　 純資産の部の合計額(千円) 3,462,179 4,259,297

　 純資産の部の合計額から控除する金額(千円) ― ―

　 普通株式に係る期末の純資産額(千円) 3,462,179 4,259,297

　 １株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通
　 株式の数(千株)

3,969 3,968

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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